
合併時まで調整としていた項目（先行送付分）
大項目

中項目

小項目

細項目

1

04　議会

01　議会の状況

01　組織・機構

01　議員定数・任期・常
任委員会の状況

議員定数・任期・常任
委員会

各市町の現行に基づく
統合や再編を行い、新
市全体に適用するもの

①　以下、ア～イのとおり在任特例を採用する
　ア　市町村の合併の特例に関する法律第7条第1項第1号の規定を適用し、平成１９年４月３０日ま
で（合併後１年６ケ月余）引き続き新市の議会議員として在任
　イ　新市の議員定数は３４人とするが、最初の一般選挙に限り旧市町ごとに選挙区を設けることと
し、選挙区ごとの定数は合併時までに調整

②　常任委員会の設置は、議員による調整機関で合併時までに調整
議会事務
局

ー

2

07　情報化の推進

03　情報公開の状況

01　情報公開条例の状
況

01　情報公開

情報公開 各市町の現行に基づく
統合や再編を行い、新
市全体に適用するもの

①　情報公開条例に基づき積極的に公開

②　旧市町文書の請求場所と公開場所は合併時までに検討

総務
情報公
開・個人
情報保護

3

13　消防・防災・治安

01　常備消防の状況

01　組織・機構

02　組織・人員

常備消防の組織、人員 各市町の現行に基づく
統合や再編を行い、新
市全体に適用するもの

①　釧路市消防本部と釧路西部消防組合を脱退する２町の組織を統合（脱退に伴う関連事項等に
ついては、釧路西部消防組合と合併検討期間内に調整を図る）

②　職員定数及び署・支署の配置は現行を引き継ぐが、新市における定員管理計画を策定

③　救急体制は将来的には救急隊の専任化が理想であり、各地域事情に対応できる救急車の整備
に努めるとともに、保有台数・出動区域も含めた体制を合併時までに検討

総務 消防

4

14　環境衛生

01　ごみ処理の状況

03　ごみ処理の状況

01　ごみの分別収集推
進事業

ごみの分別収集推進 各市町の現行に基づく
統合や再編を行い、新
市全体に適用するもの

①　合併時までに分別収集区分を調整

環境
ごみ・環
境衛生

5

16　教育・文化

02　学校教育の状況

02　小学校・中学校

25　学校教育関係団体
への加入

学校教育関係団体 各市町の現行に基づく
統合や再編を行い、新
市全体に適用するもの

①　現行加入を引き継ぐが、類似団体や共通する団体は調整のうえ統合

②　管内団体への加入は関係自治体や教育局と協議し、合併時までに取扱いを検討

教育 学校教育

番号
専門
部会
分科会

調整方針要約一覧

事業や施設等の名称 調整を必要とする事項取扱い区分

①　分別区分の統一
　ア　釧路市の現行に統合し、可燃ごみ・不燃ごみ・粗大ごみ・資源物・有害ごみの５分別とする。

①　旧3市町としての脱退、新市としての加入手続き等について、各団体と９月末までに協議する。

資料１－１

①　選挙区ごとの定数
　ア　旧釧路２９人、旧阿寒３人、旧音別２人とする。

②　常任委員会の取扱い
ア　設置数及び定数は4常任委員会（総務文教、財政経済、建設、民生福祉）とし、それぞれ14人以
内とする。
　イ　任期は2年とする。
　ウ　審査順序は、釧路市の運営に統一する。

①　旧市町文書の請求場所と公開場所
　ア　原則として、請求及び公開は本庁、行政センターのいずれでも行うが、事務に支障がある場合
は公開場所を限定することができるものとする。

①　救急体制
　ア　合併時の保有台数は、現行どおり７台（釧路４台、阿寒本町１台、阿寒湖温泉地区１台、音別１
台）とする。
　イ　出動区域は、現在の管轄区域とする。

定まった方向性
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大項目

中項目

小項目

細項目

番号
専門
部会
分科会

調整方針要約一覧

事業や施設等の名称 調整を必要とする事項取扱い区分

定まった方向性

6

16　教育・文化

02　学校教育の状況

03　教育振興

10　教科用図書採択

教科用図書採択 各市町の現行に基づく
統合や再編を行い、新
市全体に適用するもの

①　合併検討期間内に同一採択地区の決定等を北海道教育委員会と調整

教育 学校教育

7

17　福祉

03　障害児（者）福祉の
状況

05　障害児（者）福祉事
業

15　障害者福祉施設整
備助成

障害者福祉施設整備
助成

各市町の現行に基づく
統合や再編を行い、新
市全体に適用するもの

①　合併時までに決定された整備助成は新市に引き継ぐ

②　新市としての助成は合併時までに検討

健康福祉 福祉

8

17　福祉

04　介護高齢者福祉の
状況

05　高齢者福祉事業

09　老人入浴費助成

老人入浴費助成 各市町の現行に基づく
統合や再編を行い、新
市全体に適用するもの

①　以下、ア～ウのとおり再編する
　　　ア　支給対象年齢　70歳以上
　　　イ　所得制限　　　　本人非課税
　　　ウ　助成額　　　　　 6,000円

②　阿寒町地区で「赤いベレー」を選択する場合は、現行入浴助成（上限9,600円）を継続するが、
その期間を合併時までに検討

③　高齢者バス利用助成との選択制を調整

健康福祉
介護・高
齢者

9

18　保険・年金

01　国民健康保険の状
況

01　被保険者証

01　被保険者証の交付

被保険者証の交付 各市町の現行に基づく
統合や再編を行い、新
市全体に適用するもの

①　合併後２年程度で被保険者証の有効期限を統合

②　交付は郵送とするが、地域性を考慮し窓口交付も行う

③　合併時までに資格証明等の取扱いを統合
住民 国保

10

18　保険・年金

01　国民健康保険の状
況

07　医療費適正化特別
対策事業

02　レセプト点検

レセプト点検 各市町の現行に基づく
統合や再編を行い、新
市全体に適用するもの

①　合併時までに点検体制を調整

住民 国保

11

21　住民活動

01　広報広（公）聴活動
の状況

01　広（公）聴活動

01　広報誌

広報誌 各市町の現行に基づく
統合や再編を行い、新
市全体に適用するもの

①　発行は月１回とし、合併後１年程度で地域に合った配布方法を検討（配布を担う音別町の行政
協力委員制度は合併時までに調整）

②　釧路市で実施している点字・声の広報及びTV広報は引き継ぐ

企画 広報広聴

①　採択地区の変更申請
　ア　合併の告示以降に新市を同一採択地区とする決定・告示がなされ10月11日に施行、H18年度
から小中学校とも統一が図られる見通しである。
　イ　アの動きと並行し、合併後の管内全体の採択地区編成について、管内全町村並びに道教委と
協議する。

①　音別町の行政協力委員による配布
　ア　H１８年４月号まで委員による配布を行い、以後は連合町内会による配布とする予定である。
　　　なお、配布料は阿寒町の現行配布料に町内会活動補助の要素も含まれていることから、町内
会・地域集会施設等分科会と合同でH１８年度予算編成時までに検討する。

①　新市としての助成
　ア　社会福祉施設等施設整備費及び社会福祉施設等設備整備費国庫負担（補助）金交付要綱に
基づく釧路市の助成に統合する。

①　阿寒町の特例の取扱い
　ア　赤いベレーを選択する場合、現行入浴助成（上限9,600円）を継続する期間は、H20年度末まで
とする。

①　資格証明書の交付
　ア　交付していない音別町の町民については、9月から予告書を発行し納付相談を行いながら、対
象者を絞る。

①　業務の取扱い
　ア　点検作業は、レセプトが送付される本庁で行う。（釧路市国民健康保険診療報酬明細書調査点
検員設置要綱を準用するなど、嘱託職員の雇用形態の統一については、新市で検討する。）
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大項目

中項目

小項目

細項目

番号
専門
部会
分科会

調整方針要約一覧

事業や施設等の名称 調整を必要とする事項取扱い区分

定まった方向性

12

22　慣行

01　都市宣言等の状況

01　宣言

01　宣言

宣言 各市町の現行に基づく
統合や再編を行い、新
市全体に適用するもの

①　すべての宣言を継承するが、同種の宣言文は合併時までに調整

総務 総務

13

22　慣行

01　都市宣言等の状況

03　市町村章・市町村
民憲章等

01　章、憲章、歌

市章、市民憲章、市歌 各市町の現行に基づく
統合や再編を行い、新
市全体に適用するもの

①　市章は、合併時までに定める

②　市民憲章及び市歌は、合併後１年程度で再編し、旧市町の歌の保全と伝承に努める

総務 総務

①　単独市町の宣言で継承するもの
　ア　釧路市障害者福祉都市宣言（健康福祉専門部会所管）
　イ　釧路市スポーツ都市宣言（教育専門部会所管）
　ウ　釧路市生涯学習都市宣言（教育専門部会所管）

②　同種の宣言で合併時までに調整を進め、新市で統合するもの
　ア　釧路市交通安全都市宣言、阿寒町シートベルト着用の町宣言及び音別町交通安全宣言（住民
専門部会所管）
イ　釧路市核兵器廃絶平和都市宣言、阿寒町非核・平和の町宣言及び音別町平和都市宣言（住民
専門部会所管）
　ウ　釧路市暴力追放・防犯都市宣言、阿寒町暴力追放宣言及び音別町防犯の町宣言（住民専門
部会所管）

①　市章
　ア　５月１１日の新市建設構想小委員会及び５月２３日の協議会において、現釧路市の市章を用い
ることで承認済み。

②　市民憲章及び市歌
　ア　選定方法は、新市で検討する。
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